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連　結　貸　借　対　照　表
（平成２０年３月３１日現在） （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部）
流 動 資 産
現金及び預金
受取手形及び売掛金
た な 卸 資 産
繰延税金資産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建物及び構 築 物
機械装置及び運搬具
工具器具及び備品
土 地
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソフトウエア
そ の 他

投資その他の資産
投資有価証券
長 期 貸 付 金
破 産 債 権 等
繰延税金資産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

（負 債 の 部）
流 動 負 債
支払手形及び買掛金
短 期 借 入 金
未払法人税等
未 払 費 用
製品保証引当金
役員賞与引当金
設備関係支払債務
そ の 他

固 定 負 債
退職給付引当金
役員退職慰労引当金

負 債 合 計

（純資産の部）
株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
自 己 株 式

評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金
為替換算調整勘定

少 数 株 主 持 分

純 資 産 合 計

負債・純資産合計

１６，１２７，３５５
１，３１１，３５１
９，１６９，７７６
５，１５２，７７６
７４８，１５６
４１３，９０７

△６６８，６１３

７，７４３，９９７
６，２１６，７１３
２，５５０，２０７
２，２４７，４４１
４２３，１８９
８１４，３４７
１８１，５２８

７５９，９３３
６１７，６７２
１４２，２６０

７６７，３５０
３５５，７９０
３２，０００
１４３，５２７
２８２，２６８
９７，２９１

△１４３，５２７

２３，８７１，３５３

８，３０６，６７３
６，３７８，５２８
６００，０００
１７８，０６８
５４３，７５６
１２，１９７
２６，６８５
２２６，９９８
３４０，４３９

１，３４９，４４２
１，２９０，８２７
５８，６１４

９，６５６，１１５

１４，０１９，６８３
２，５０６，５１２
２，０２８，８９７
９，５３１，６４０
△４７，３６５

１３５，５９４
１０７，９４３
２７，６５１
５９，９５９

１４，２１５，２３７

２３，８７１，３５３
（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連　結　損　益　計　算　書
（平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日まで） （単位：千円）

科 目 金 額

売　　上　　高
売　上　原　価

売 上 総 利 益
販売費及び一般管理費

営 業 利 益
営 業 外 収 益
受取利息及び配当金
そ の 他

営 業 外 費 用
支 払 利 息
そ の 他
経 常 利 益

特 別 利 益
助 成 金 収 入
その他の投資売却益

特 別 損 失
たな卸資産整理損
投資有価証券評価損
税金等調整前当期純利益

法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
少 数 株 主 利 益
当 期 純 利 益

４，８１４
１０３，１８０

１４，１０３
７８，０９５

８１，２２４
１２，０００

３６２，８８５
９，９００

４７１，２３５
△２０６，６１３

２５，４６３，０３６
１９，４６７，４３６
５，９９５，６００
５，２７１，７８６
７２３，８１４

１０７，９９５

９２，１９８
７３９，６１０

９３，２２４

３７２，７８５
４６０，０４９

２６４，６２２
６，２４０

１８９，１８６

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 
（平成１９年４月１日から　平成２０年３月３１日まで） （単位：千円） 

平成１９年３月３１日残高 
連結会計年度中の変動額 
剰余金の配当 
当期純利益 
自己株式の取得 
自己株式の処分 
株主資本以外の項
目の連結会計年度中
の変動額（純額） 
連結会計年度中の
変動額合計 

平成２０年３月３１日残高 

平成１９年３月３１日残高 
連結会計年度中の変動額 
剰余金の配当 
当期純利益 
自己株式の取得 
自己株式の処分 
株主資本以外の項
目の連結会計年度中
の変動額（純額） 
連結会計年度中の
変動額合計 

平成２０年３月３１日残高 

２，５０６，５１２ 
 
 
 
 
 
 
 
 

─  
２，５０６，５１２ 

２，０２８，８８８ 
 
 
 
 
８ 
 
 
 

８  
２，０２８，８９７ 

９，５８９，８９３ 
 

△２４７，４４０ 
１８９，１８６ 

 
 
 
 
 

△５８，２５３  
９，５３１，６４０ 

△４７，００４ 
 
 
 

△４０４ 
４２ 
 
 
 

△３６１  
△４７，３６５ 

１４，０７８，２９０ 
 

△２４７，４４０ 
１８９，１８６ 
△４０４ 
５０ 
 

　－ 
 

△５８，６０６  
１４，０１９，６８３ 

８７，２０２ 
 
 
 
 
 
 

２０，７４０ 
 

２０，７４０ 
 

１０７，９４３ 

△２，５６３ 
 
 
 
 
 
 

２，５６３ 
 

２，５６３  
─ 

２０，０３０ 
 
 
 
 
 
 

７，６２０ 
 

７，６２０ 
 

２７，６５１ 

１０４，６６９ 
 
 
 
 
 
 

３０，９２４ 
 

３０，９２４  
１３５，５９４ 

４４，３３１ 
 
 
 
 
 
 

１５，６２８ 
 

１５，６２８  
５９，９５９ 

１４，２２７，２９１ 
 

△２４７，４４０ 
１８９，１８６ 
△４０４ 
５０ 
 

４６，５５３ 
 

△１２，０５３  
１４，２１５，２３７ 

科　　目 

科　　目 

資本金 

その他有価証券 
評価差額金 

資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

繰延ヘッジ 
損益 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

少数株 
主持分 

純資産 
合計 

株主資本 

評価・換算差額等 

（注）１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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連結注記表

Ⅰ　連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
１．連結の範囲に関する事項
子会社７社を全て連結の対象としております。
東洋工機㈱・東洋機械エンジニアリング㈱・TOYO MACHINERY（M）SDN.BHD.
TOYO MACHINERY（T）CO.,LTD. ・東曜機械貿易（上海）有限公司　
東洋機械（常熟）有限公司　・東洋機械金属（広州）貿易有限公司　
東洋機械（常熟）有限公司は、平成１９年６月に、また、東洋機械金属（広州）貿
易有限公司は平成２０年３月に設立され、当連結会計年度より連結の範囲に含めて
おります。

２．持分法の適用に関する事項
非連結子会社及び関連会社はありませんので該当事項はありません。

３．会計処理基準に関する事項
（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
その他有価証券
時価のあるもの
連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法によっております。
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によってお
ります。）
時価のないもの
移動平均法による原価法によっております。
②たな卸資産
（イ）製品・仕掛品

個別法による低価法によっております。ただし、連結子会社は、主として個
別法による原価法によっております。

（ロ）材料・貯蔵品
総平均法による原価法によっております。

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産
定率法を採用しておりますが、海外連結子会社は定額法によっております。な
お、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準
によっております。
ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）につい
ては、定額法によっております。
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（会計方針の変更）
法人税法の改正に伴い、当連結会計年度から、平成１９年４月１日以降に取得し
た有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく償却方法に変更してお
ります。当該変更に伴う損益に与える影響額は経常利益、税金等調整前当期純
利益が３３,８４３千円それぞれ減少しております。

（追加情報）
当連結会計年度から平成１９年３月３１日以前に取得したものについては、償却可
能限度額まで償却が終了した翌連結会計年度から５年間で均等償却する方法に
よっております。
当該変更に伴う損益に与える影響は経常利益、税金等調整前当期純利益が３５,６８２
千円それぞれ減少しております。
②無形固定資産
定額法によっております。なお、ソフトウエア（自社利用分）については社内
における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

（３）重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見
込額を計上しております。
②製品保証引当金
成形機のアフタ－サ－ビスに対する費用の支出に備えるため、保証書の約款に
従い、過去の実績を基礎にして、当連結会計年度における必要見込額を計上し
ております。
③役員賞与引当金
役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額を計上しておりま
す。
④退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき計上しております。数理計算上の差異については、
その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１５年）による按分
額をそれぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理することとしております。
⑤役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支出に備えて、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額
の全額を計上しております。

（４）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
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外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算
差額は損益として処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債並びに
収益及び費用は、在外子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換
算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めており
ます。

（５）重要なリース取引の処理方法
連結計算書類提出会社及び国内連結子会社は、リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の
賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、海外連結子会社につい
ては主として通常の売買取引に準じた会計処理によっております。

（６）重要なヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理によっております。ただし、為替予約が付されている外貨建金
銭債権債務等については、振当処理を行っております。
②ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段：為替予約取引
ヘッジ対象：外貨建売上債権及び外貨建予定取引
③ヘッジ方針
当社は、通常の営業過程における外貨建取引の将来の為替相場の変動リスクを
ヘッジする目的で、先物為替予約取引を行っております。
④ヘッジの有効性評価の方法
ヘッジ手段である為替予約とヘッジ対象となる外貨建売上債権及び外貨建予定
取引に関する重要な条件が同一であるため、ヘッジに高い有効性があるものと
判断しております。

（７）その他連結計算書類作成のための重要な事項
消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

４．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
全面時価評価法を採用しております。

Ⅱ　連結貸借対照表に関する注記
（１）有形固定資産の減価償却累計額 ８,８４２,８６５千円
（２）偶発債務

・輸出貨物代金債権譲渡契約に基づく債権譲渡残高 １０４,８５０千円



－ 7 －

Ⅲ　連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　 ２０,７０３,０００株
２．配当に関する事項
（１）配当金支払額

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計
年度となるもの
①　配当の総額 １２３,７１６千円
②　１株当たり配当額 ６.００円
③　基準日 平成２０年３月３１日
④　効力発生日 平成２０年６月２４日
なお、配当原資については利益剰余金とすることを予定しております。

３．新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。

Ⅳ　１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 ６８６円５０銭
１株当たり当期純利益 ９円１８銭

 
決　　議 

 
平成１９年４月２５日 
取締役会 

平成１９年１０月２３日 
取締役会 

 
株式の種類 

 
普通株式 

 
普通株式 

配当金の 
総額（千円） 

 
１２３,７２１ 

 
１２３,７１９ 

１株当たり 
配当額（円） 

 
６.００ 
 

６.００ 

 
基準日 
 

平成１９年 
３月３１日 
平成１９年 
９月３０日 

 
効力発生日 

 
平成１９年 
６月２２日 
平成１９年 
１２月１０日 


